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2024年 11月 20日 

各  位 
 

上場会社名 佐鳥電機株式会社 

代表者名 代表取締役 社長執行役員 佐鳥 浩之 

（コード番号  7420 東証プライム市場） 

問合せ先 取締役 常務執行役員 諏訪原 浩二 

（ＴＥＬ 03-3451-1040） 
 

 

SM Electronic Technologies Pvt. Ltd.の株式追加取得に関するお知らせ 
 
 
当社は、本日開催の取締役会において、当社の連結子会社であるSM Electronic Technologies Pvt. Ltd.（以

下「SMエレクトロニクス社」）の株式の追加取得、及び当該追加取得と併せて、同社の完全子会社であるSMET 

Singapore Pte. Ltd.（以下「SMETシンガポール社」）への転換型ローンによる融資を行うことについて決議しまし

たので下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．株式追加取得の理由 

当社は、現在、ＳＭエレクトロニクス社の株式（1,245,934株（議決権所有割合：50.1％）を保有し、連結子会

社としております。今般の追加取得は、当社の同社に対するガバナンスの強化、また更なるシナジー創出を目

指して、議決権所有割合の25％分を追加取得するものです。 

また当社は、SMETシンガポール社への転換型ローンによる融資を実施し、当該融資の満期時に返済額の

全部又は一部をSMETシンガポール社の普通株式に転換後、当該株式を当社とSMエレクトロニクス社及び

SMETシンガポール社間での株式交換契約に基づきSMエレクトロニクス社の新規発行株式と交換することで、

同社の株式を取得します。かかる転換及び株式交換後における、当社のSMエレクトロニクス社に対する株式

所有割合は80％を上限とする予定です。 

この追加取得により当社が同社の特別多数に相当する持分を取得することで、同社に対するガバナンスを

より一層強化するとともに、成長著しいインド市場におけるSMエレクトロニクス社の競争力強化、シナジー創出

を図り、当社グループの経営効率及び成長の実現を目指します。 

 

2．当該子会社（ＳＭエレクトロニクス社）の概要 

（１） 名称  SM Electronic Technologies Pvt. Ltd. 

（２） 所在地 
No 2, 8th Block, 2nd Stage, Nagarabhavi, 

Malagala Bengaluru 560072 Karnataka India 

（３） 代表者の役職、氏名 M.S. Manjunath (代表取締役社長) 

（４） 事業内容  電子部品卸販売 

（５） 資本金 248 百万 INR（約 4.2 億円） 

（６） 設立年月  1990年 1月 

（７） 大株主及び持株比率 
当社：50.1％ 

他、経営者が主な株主 

（８） 上場会社と当該会社との間の関係 

資本関係 当社の連結子会社であります。 

人的関係 当社の役員 2名が当該会社の取締役を兼任しております。 

取引関係 該当事項はありません。 

関連当事者への該当状況 当該会社は当社の連結子会社であり、関連当事者に該当します。 
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（９） 最近1年間の経営成績及び財務状態                           (単位：百万INR)  

決算期 2024年 3月期 

純資産 978  

総資産 1,623  

売上高 3,410  

経常利益 192  

 

3．取得株式数，取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 1,245,934 株（議決権所有割合：50.1％） 

（２） 取得株式数 621,723 株（議決権所有割合：25.0％） 

（３） 取得価額 

取得価額につきましては、相手先との株式譲渡契約上の守秘義務に

基づき非開示とさせていただきます。なお、第三者機関による適切な

バリュエーションを実施し、価格の妥当性を検証するための十分な手

続きを実施しております。 

（４） 異動後の所有株式数 1,867,657 株（議決権所有割合：75.1％） 

 ※SMET シンガポール社への転換型ローンによる融資の満期時に転換及び株式交換により当社が取得する

SMエレクトロニクス社の新株は、当社の株式所有割合 80％を上限として発行されます。 

 

4．日程 

（１） 取締役会決議日 2024年 1１月 20 日 

（２） 契約締結日 2024年 11月 20 日 

（３） 株式取得日 2024年 12月末（予定） 

 ※転換型ローンによる融資の実行は 2024 年 12月を予定しております。 

 

5．今後の見通し 

SM エレクトロニクス社は、既に当社の連結子会社であるため、本件による 2025 年５月期の連結業績に与える

影響は軽微であります。今後開示すべき事項が発生した場合には速やかに開示してまいります。 

 

 

 

 

 

以  上 


